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１ これまでの取組                            

（１）長野県教員育成指標の活用を目指した平成 28年度～平成 29年度の取組            

 平成 28年度は、総合的な教師力向上事業「教

員育成指標等の策定のためのモデル事業」に参画

し、従来の「長野県教員研修体系」に示した教員

として求められる５つの資質能力を「理念指標：

繰り返し自覚し絶えず意識化を図る資質能力」と

「実務指標：経験や研修を積むことで高めていく

資質能力」に整理した。 

理念指標は「Ａ：高い倫理観と使命感及び確か

な子ども理解」と「Ｂ：確かな人権意識と共感力」

に、実務指標は「Ｃ：地域社会と連携・協働する

力」、「Ｄ：目標実現に向け、柔軟に対応する力」、

「Ｅ：『教育のプロ』としての高度な知識や技能」

にそれぞれ分類した。このうち、実務指標に含ま

れる３つの資質能力を 14のスキルに体系化し、

各スキルに応じて研修プログラムが整理できる

ようにした（図１）。 

また、教員のキャリアステージを４期（Ⅰ：基

礎形成期、Ⅱ：伸長期、Ⅲ：充実期、Ⅳ：次世代

育成期／管理職期）で設定し、スキルの高まりを

「知識・技能の熟達」と「チームへの貢献」の２

つの要素で捉え、14 のスキルそれぞれについて、

各ステージの到達目標を明らかにすることで指

標化した。 

平成 29年度は、教員の養成・採用・研修の一

体的改革推進事業「民間教育事業者との連携によ

る教員の資質能力向上事業」に参画し、「指標に

基づき自ら学び続ける教員のキャリアシステム」

を目指し、県教育委員会が実施する指定研修の枠

組みを再構築し、各スキルに応じた研修プログラ

ムを整備した。 

なかでも、本県では十分な研修方法が確立され

ていなかったスキルとして、実務指標「Ｅ：『教

育のプロ』としての高度な知識や技能」から「現

代的な諸課題への対応」を図る〈ＰＢＬ〉スキル

と、実務指標「Ｄ：目標実現に向け、柔軟に対応

する力」を図る〈チームマネジメント〉スキルに

図１ 
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ついて、民間教育事業者がもつ知識や経験を活用

し、研修プログラムを共同開発した。 

平成 30年度は、平成 30年度教員の養成・採用・

研修の一体的改革推進事業「民間教育事業者との

連携による教員の資質能力向上事業」に参画し、

「Ａ 指標に基づく、自ら学び続ける教員を支え

るキャリアシステムの構築」と、「Ｂ 学校現場

のニーズに対応した研修プログラムの改良・検証」

を民間教育事業者と連携して進めた。

 

 

（２）長野県教員育成指標の活用を目指した平成 30年度の取組 

 

平成 30年度教員の養成・採用・研修の一体的

改革推進事業「民間教育事業者との連携による

教員の資質能力向上事業」に参画し、「Ａ 指標

に基づく、自ら学び続ける教員を支えるキャリ

アシステムの構築」と、「Ｂ 学校現場のニーズ

に対応した研修プログラムの改良・検証」を民

間教育事業者と連携して進めた。 

 

Ａ 指標に基づく、自ら学び続ける教員を支え

るキャリアシステムの構築 

昨年度、指定研修の位置付けを明確にし、キ

ャリアステージに応じた校内研修体制の整備、

県教育委員会の指定研究と免許状更新講習との

連動による研修の充実や効率化を図ってきたが、

限られた時間や資源の中で実施する各種研修が、

より効果的・効率的なものとなり、自ら学び続

ける教員を支えるキャリアシステムの構築が課

題であった。 

この課題を解決すべく、実務指標「Ｅ：『教育

のプロ』としての高度な知識や技能」に焦点を

絞り、多くの学校が切実な課題として受け止め

ている日常の授業づくりや学級づくりに係るス

キルを集約する試みとして、「信州型ユニバーサ

ルデザイン（以下、「信州型ＵＤ」とする）」の

構築を始めた。 

構築にあたっては、授業づくりや学級づくり

に係るスキルを身に付けることは困難であり、

表面上に表れている諸問題の対処療法的なアプ

ローチでは本質的な解決にはつながりにくいと

の認識の基、表面的な問題を解決するのではな

く、創造的で協働的な解の発想を目指してきた。 

授業づくりや学級づくりの本質的で根幹的な

部分に焦点をあてて構築を図るため、信州型Ｕ

Ｄ作成委員会（小・中学校の校長１名、教頭１

名、教員 15名、指導主事８名）が作成した信州

型ＵＤを学び合う研修ツールのプロトタイプを

学校現場の教員に提供し、プロトタイプの改善

点等を収集し更なる改善を加えた解決策を模索

することを繰り返すことで、本質的な問題点を

明らかにしてきた。 

このように、県内教員と共に創り上げてきた

信州型ＵＤは、プロトタイプⅠ、プロトタイプ

Ⅱとブラッシュアップを重ねた。その結果、信

州型ユニバーサルデザインは、日常の授業を子

どもの視点で振り返り、授業づくりや学級づく

りに係る気付きや疑問を交流し、新たな試みへ

つなぐというビジョンを明確にしてきたところ

であり、プロトタイプⅢを「信州型ＵＤ1.0」と

位置付けた。 

「信州型ＵＤカード（図２）」は、日常の授業

でよく行われていそうな実践等について「子ど

もの視点」で掘り下げて考え、互いの実践を見

直し語り合うことを通して、心に留めておきた

いことや新たに試みたい実践を明らかにするた

めの研修ツールである。この開発にあたっては、

「これらの学校教育を担う教員の資質能力の向

上について～学び合い、高め合う教員育成コミ

ュニティの構築に向けて～（答申、中教審第 184

号）」に指摘されているように、かつてのように

先輩教員から若手教員への知識・技能の伝承を

うまく図れない状況があり、経験年数の異なる

教員同士が日常的に学び合う校内研修の充実

図６ 
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を図る必要性を認識しているところである。 

一方、自ら学び続ける教員を支えるキャリア

システムの構築をさらに進めるためには、新学

習指導要領に対応する資質・能力の育成を目指

す主体的・対話的で深い学びの実現や、多様   

化する子どもの実態に即した指導のあり方につ

いて、さらに研究を進める必要がある。 

そこで、新たな課題として、これらの要素を

含めた信州型ＵＤ2.0へ更新を図った校内研修

リソースを開発し研修の活性化を促すとともに、

自ら学び続ける教員を支える仕組みづくりの必

要性を認識している。 

 

Ｂ 学校現場のニーズに対応した研修プログラ

ムの改良・検証 

一昨年度、〈ＰＢＬ〉と〈チームマネジメント〉

の研修プログラムを開発するとともに、研修推

進リーダーの育成に寄与した一方で、学校現場

のニーズに対応した研修プログラムへの改良・

検証を図り、研修効果をさらに高めることが課

題であった。 

この課題を解決すべく、〈チームマネジメン

ト・スキル〉研修プログラムにおいては、昨年

度開発した研修プログラムを長野県総合教育セ

ンターの希望研修講座（全３回）に位置付けて

受講者を募集、受講者の中から小学校教諭１名

と中学校教諭１名を選定し、研修推進リーダー

として位置付けた。研修推進リーダーは、各所

属校における課題について民間教育事業者と共

有・協議して課題解決にふさわしい研修ツール

を選択、校内研修を企画・運営した。民間教育

事業者は、研修推進リーダーをサポートすると

ともに、研修に参加した。 

教員のアンケート結果を分析、研修プログラ

ムを効果検証し、改良を進めた。また、研修推

進リーダーは、所属校での校内研修の実践を総

合教育センターの希望研修講座で発表した。 

このようなサイクル（図３）を繰り返して、
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民間教育事業者は〈チームマネジメント・スキ

ル〉研修プログラムの改良を図るとともに、研

修推進リーダーは、〈チームマネジメント〉の資

質能力を高めることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従来の、県総合教育センターに教員が集合し

て実施するような研修（以下、「集合研修」と言

う）は、参加した教員の身に付けた知識等が校

内に広がりにくく、個人の知見として留まりが

ちな点が課題として指摘されてきた。しかしな

がら、今回のように集合研修で学んだ教員がそ

の知識等を校内の教員へ還元するシステムは効

果的・効率的であるとともに、研修推進リーダ

ーにとっては身に付けた知識等をアウトプット

する機会によってその知識はより精緻なものと

なる。このような、集合研修で学んだ知識等を

校内の教員へ還元するシステムを他の研修へ活

用しているところである。 

一方、県教育委員会では、集合研修の在り方

についても課題として認識しているところであ

る。例えば、県総合教育センターが本県のほぼ

中心に位置しているとは言え、勤務地によって

はセンターまでの往復にかなりの時間を要する。

また、一斉講義が中心の研修であれば、集合研

修にしなくとも、オンラインで代替できるもの

もあるのではないかとの認識を持ち、ｅラーニ

ング等に着目して新たな研修リソースの開発を

進め、信州型ＵＤ1.0を県内全ての公立小中学

校へ伝え、研修ツールである信州型ＵＤカード

を活用できるよう、民間教育事業者と共同して

「動画教材『信州型ＵＤ研修シリーズ』」動画コ

ンテンツ５本を制作し、県教育委員会ホームペ

ージに掲載し、学校現場での活用を期待してい

るところである。従来のｅラーニングコンテン

ツは、一斉講義を代替するものとして制作され

るものが多いが、「動画教材『信州型ＵＤ研修シ

リーズ』」では、動画の一時停止や再生を繰り返

すことで、教員が対話的に校内研修を進められ

るように工夫している。 

この開発にあたっては、「これらの学校教育を

担う教員の資質能力の向上について～学び合い、

高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて

～（答申、中教審第 184号）」に指摘されている

ように、児童生徒に新しい時代に求められる資

質・能力を育成する上では、教員の研修そのも

のの在り方や手法の見直しが必要であり、ｅラ

ーニングコンテンツであっても、一斉講義型か

ら主体的・対話的で深い学びの要素を含んだア

クティブ・ラーニング型研修への転換を図る必

要がある。こうしたことを踏まえつつ、現在制

作した対話的な学びの視点を含んだ「動画教材

『信州型ＵＤ研修シリーズ』」を、主体的な学び

の視点、深い学びの視点から見直し、校内研修

等がより効果的・効率的に実施されるよう改

善・充実を図ってきた。 

さらに、「教員が日々の業務で様々な対応に追

われる中においても、自己研鑽に取り組み、ス

キルアップを図っていくためには、ライフ・ワ

ーク・バランスを良好に保ちながら、教員一人

一人が他の教員と協働しつつ、学び続けるモチ

ベーションを維持できる仕組みを構築すること

が重要（答申、中教審第 184号）」と指摘されて

いる。「動画教材『信州型ＵＤ研修シリーズ』」

の改善・充実にあたっては、たとえ短時間の動

画コンテンツであっても、ユーザーである教員

に興味・関心を強く抱かせ、他の教員と交流し、

学び続けるモチベーションを維持できるような

情報発信の工夫について、民間教育事業者が独

自に培ってきた知見を生かしつつ、制作を進め

たいと考えてきた。 
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２ 調査研究の目的・方法                       

（１）調査研究の目的 

県教育委員会では、県内全ての子どもたちが

自分らしく学ぶことのできる授業づくり、学級

づくりの基盤となる内容を育成指標と結び付け、

「信州型ユニバーサルデザイン」として構築中

である。昨年度は「全員が力を発揮し認め合う

学級づくり」「授業がもっとよくなる３観点」「安

心して参加できる授業の工夫」「教材研究の充実」

という窓口から構築し、信州型ＵＤ1.0として

位置付けた。 

本年度は「主体的・対話的で深い学びの実現」

「単元・題材レベルでの授業改善」「合理的配慮

の提供」「子どもに応じた多様な学び方」という

窓口から実践事例を蓄積し、信州型ＵＤ2.0と

して整理する。この過程においては、教員同士

の交流により伝達可能な経験的知見と客観的根

拠に基づいた科学的知見を融合するために民間

教育事業者の知見を活用しつつ、効果的・効率

的な校内研修リソースを開発する。

 

（２）調査研究の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ これからの時代に求められる資質・能力 

の育成を目指す信州型ＵＤ2.0の構築 

Ｂ 経験年数の異なる教員同士のチーム研 

修を推進するオンライン動画教材の制作 

経験的知見と科学的知見を融合した効果的・効率的な研修リソースの開発 

 

 

■信州型ＵＤ推進校による実践 

 ・小学校６校、中学校４校を指定 

 ・２年間継続 

 ・ＵＤリーダーを配置 

 ・信州型ＵＤの窓口に沿った実践 

■信州型ＵＤ推進会議での情報交換 

 ・ＵＤリーダー同士の情報交換 

 ・アドバイザリーボードの講義 

 ・科学的知見の習得と活用 

■信州型ＵＤ作成委員会によるＵＤ2.0構築 

 ・ＵＤカード 2.0の作成 

■国立特別支援教育総合研究所等との連携 

 ・読み指導プログラムＭＩＭの活用 

■学びの改革フォーラムながの開催 

 ・ＵＤリーダーによるポスターセッション 

 ・動画教材の公表とミニ演習の実施 

 

 

■総合教育センターによるＵＤ研修の開発 

 ・課題別チーム研究による 

 ・センター希望講座でＵＤ研修の実施 

  （小学校、中学校、高等学校） 

 ・効果的な研修方法の考察 

■株式会社 テレビ信州との連携 

 ・民間教育事業者との連携 

 ・高い演出力、構成力、技術力の活用 

 ・対話型演出（アシスタントの活用） 

 ・事例等の紹介（若手教員向け） 

■研究主任サポートブックの作成 

 ・若手の研究主任向け 

 ・動画教材からの発展 

 ・自立的な研修企画を促進 

■学びの改革支援課（・全体推進 ・民間教育事業者との連絡） 

■アドバイザリーボード（・信州型ＵＤ構築に係る指導・助言） 
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３ 取組のポイント・成果                       

Ａ これからの時代の教員に求められる資質能力の向上を目指す信州型 2.0の構築 

 

（１）ＵＤ推進校による科学的知見の活用 

ア ＵＤ推進校の取組の方向性 

本年度より、信州型ＵＤに基づく授業づくり

や学級づくりの実践的な研究を実施するため、

県内 10 校を信州型ＵＤ推進校として配置した。

図４は、第１回ＵＤ推進会議で明らかになった

取組の方向性を取りまとめたものである。この

図より、10校の取組は「発展・深化モデル」と

「複合・統合モデル」に分類される。 

 「発展・深化モデル」は、ＵＤ1.0 の窓口か

らＵＤ2.0 の窓口への発展・深化を志向するモ

デルであり、「新学習指導要領対応ケース（塩田

西小、松川中、箕輪中、信濃小中）」「個の学び

対応ケース（東中、屋代中）」「ビジョンの深掘

りケース（明善小）」に分類される。これらの学

校の取組は、これまで大切にしてきた実践等を

ベースに新たな学びを創りだすモデルとなり得

ると考えられる。 

 「複合・統合モデル」は、窓口を複合・統合

し、個の学びへの対応を志向するモデルであり、

経験的知見のみでは対応できない、科学的知見

を活用したモデルとなり得ると考えられる。伊

賀良小、城下小、鍋屋田小では、多層指導モデ

ル（ＭＩＭ）を活用し、科学的根拠に基づいた

アセスメントを実施し、授業づくりや学級づく

りにつなげている。 

 これら信州型ＵＤ推進校の実践の成果は、年

間５回実施するＵＤ推進会議にて共有するとと

もに、信州型ＵＤ2.0 に係るＵＤカードの作成

等に活用してきた。

 

図４ 
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イ 多層指導モデル（ＭＩＭ）の活用 

 

科学的知見の活用例として、ＵＤ推進校では

「多層指導モデル－ Multilayer Instruction 

Model－（以下、「ＭＩＭ」とする。）」を導入し

てきた。 

ＭＩＭは、通常の学級において、異なる学力

層の子どものニーズに対応した指導・支援をし

ていこうとするモデルであり、特に子どもが学

習につまずく前に、また、つまずきが深刻化す

る前に指導・支援をしていくことを目指してい

る（「通常の学級における学習のつまずきの早期

把握・早期支援－多層指導モデルＭＩＭを通じ

て－（海津亜希子、「第１回ＵＤ推進会議講義資

料」より）。 

 

 ＭＩＭの指導は、図５のように３つのステー

ジに分かれて行われる。 

「きって」や「おとうさん」のように、促音

や拗音などの特殊音節を速く正確に読めるよう

に、１stステージでは、動作化や視覚化を取り

入れた特殊音節の全体指導を行う。 

２ndステージでは、通常の学級での指導に加

え、毎月のテスト（ＭＩＭ-ＰＭ）の結果、理解

の伸びが十分でない子どもに対して、通常の学

級内で補足的な指導や配慮（座席の配慮、机間

指導の重点化、個別や小集団指導など）を実施

する。 

 ３rdステージでは、２ndステージによる指導

や配慮を実施しても伸びが見られない子どもに

対して、通常の学級内外において、補足的、集

中的に個に応じた指導を行う。 

 ＭＩＭで学習対象とする特殊音節は、他の仮

名文字のように、文字と音とが一対一に対応し

ないため、頭の中での音の操作が困難な子ども

にとって難しく、通常の学級に 4.5％の割合（ク

ラスに１～２人）で在籍するとされるＬＤ（学

習障害）様の子どもは、特殊音節の習得に低学

年段階からつまずきを示すことがあるとされて

いる（海津亜希子、「第１回ＵＤ推進会議講義資

料」より）。 

 このような科学的根拠に基づいたアセスメン

トを実施し、授業改善につなげたＵＤ推進校で

は、２ndステージ「通常の学級内での補足的な

指導と配慮」が必要な児童と、３rdステージ「集

中的、柔軟な形態による、より特化した指導」

が必要な児童の割合が、４月当初は 78％であっ

たのが 12月には 40％に減少した（図６）。 

 

 

 

 主に小学校で実施された多層指導モデルを活

用した実践は、教員同士でこれまでの取組の経

験的知見を共有しつつも、経験的知見のみでは

解決できない課題を把握するとともに科学的知

見を習得・活用する必要性への気付きにつなが

った。また、これらの実践について、学びの改

革フォーラムながのでポスターセッションによ

り発表した。 

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

4月 5月 6月 7月 9月 10月 11月 12月 

2ndステージと3rdステージの割合 

図５ 

図６ 
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（２）アドバイザリーボードによる助言 

 

 本年度、信州型ＵＤ2.0 の構築にあたり、ＵＤ推進会議、県外視察研修、学びの改革フォーラムなが

の等において、アドバイザリーボードの講義等から最新の知見を収集してきた。 

期日 会場 テーマ 講師 

４月 25日 

（木） 

長野県総合教育

センター 

効果的な個に応じた指導について 国立特別支援教育総合研究所 

主任研究員 海津亜希子先生 

６月 12日 

（水） 

長野県総合教育

センター 

発達障がい等があり特別な配慮が必

要な児童生徒への支援 

株式会社 LITALICO 

スーパーバイザー 

畑野 英奈 先生 

前田さおり 先生 

８月 26日 

（月） 

長野県総合教育

センター 

発達障がい等があり特別な配慮が必

要な児童生徒への支援の事例検討 

西東京市立住吉小学校 

教諭 栗原 光代 先生 

信州大学教育学部 

助教 下山 真衣 先生 

11月 17日 

（日） 

（独）教職員支

援機構 

主体的・対話的で深い学びの実現に向

けた演習 

独立行政法人教職員支援機構

次世代教育推進センター 

フェロー 宮迫 隆浩 先生 

11月 18日 

（月） 

川崎市立川崎小

学校 

カリキュラム・マネジメントの実現に

向けた演習・授業参観等 

川崎市立川崎小学校 

校長 中臣 信丈 先生 

川崎小学校の先生方 

11月 19日 

（火） 

西東京市立住吉

小学校 

効果的な個に応じた指導について・授

業参観等 

西東京市立住吉小学校 

  校長 室宮 茂穂 先生 

  住吉小学校の先生方 

１月 21日 

（火） 

堀金総合体育館 学習者視点で授業を捉えるというこ

と 

東京学芸大学教職大学院 

准教授 渡辺 貴裕 先生 

 

また、信州型ＵＤ2.0の構築にあたり、以下の先生方にプロトタイプに関する意見をいただいた。 

所属・役職等 氏名 

信州大学教職大学院 教授 伏木 久始 先生 

大妻女子大学家政学部・講師 坂田 哲人 先生 

一般財団法人軽井沢風越学園設立準備財団・理事長 本城慎之介 先生 

一般財団法人軽井沢風越学園設立準備財団・副理事長 岩瀬 直樹 先生 

國學院大學人間開発学部・教授 田村  学 先生 
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（３）ＵＤカードを 10枚から 20枚へ 

 

 

図７は、昨年度構築した信州型ＵＤ1.0と本

年度構築した信州型ＵＤ2.0 を整理した全体像

である。 

昨年度は、信州型ＵＤ1.0の構築を通して、「１ 

学習する子どもの視点に立っているか」「２ 子

どもの多様性に着眼しているか」「３ 一人一人

の子どもに応じた学びを実現しているか」「４ 

資質・能力の育成へ向かっているか」という、

全ての子どもが自分らしく学ぶことのできる授

業づくり、学級づくりを実現するために大切に

考えていきたい点が明確になった。 

この点については、「これからの学校教育を担

う教員の資質能力の向上について～学び合い、

高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて

～（答申、中教審第 184号）」に指摘される「教

員一人一人が、子供たちの発達の段階や発達の

特性、子供の学習スタイルの多様性や教育的ニ

ーズと教科等の学習内容、単元の構成や学習の

場面等に応じた方法について研究を重ね、ふさ

わしい方法を選択しながら工夫して実践できる

ようにすることが重要である」との視点と重な

るところであり、信州型ＵＤ2.0の構築にあた

っても重視してきた点である。 

また、昨年度は、「全員が力を発揮し認め合う

学級づくり」「授業がもっとよくなる３観点」「安

心して参加できる授業の工夫」「教材研究の充実」

という４つの窓口から、10 枚の着眼点をＵＤカ

ードにまとめ、研修ツールとして提供した。 

本年度は、この 10 枚に加えて、「単元・題材

レベルでの授業改善」「主体的・対話的で深い学

びの実現」「合理的配慮の提供」「子どもに応じ

た多様な学び方」という４つの窓口から、信州

型ＵＤ推進校等の授業実践事例を収集・分析し、

新たに 10 枚のＵＤカード（図８～図 17）にま

とめ、県教育委員会ホームページに公表した。 

 

図７ 
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図８ 

図９ 
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図 10 

図 11 
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図 12 

図 13 
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図 14 

図 15 
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図 16 

図 17 
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Ｂ 経験年数の異なる教員同士のチーム研修を推進するオンライン動画教材の制作 

 

「これからの学校教育を担う教員の資質能力

の向上について～学び合い、高め合う教員育成

コミュニティの構築に向けて～（答申、中教審

第 184号）」に指摘されるように、「『教員は学校

で育つ』ものであり、教員の資質能力を向上さ

せるためには、経験年数や職能、専門教科ごと

に行われる校外研修の体系化」のみならず「日

常的に学び合う校内研修」や「個々の教員が自

ら課題を持って自律的、主体的に行う研修に対

する支援のための方策」を講じる必要がある。 

本年度、オンライン動画教材を制作するにあ

たっては、ＵＤ推進校等におけるＵＤカードを

使った研修の実践事例、プロトタイプの試行事

例を蓄積し、効果的・効率的な研修につながる

要素を抽出してきた。 

一方、ＵＤカードを使った研修方法に基づく

オンライン動画コンテンツの制作にあたっては、

民間教育事業者の高い演出力、構成力、技術力

を活用し、質の高い動画教材を県内の教員へ提

供する必要がある。そのポイントとしては、研

修内容を正確に把握した上での動画制作、視認

性を高めた分かりやすい表現、ＢＧＭや効果音

等の挿入による全ての教員が飽きずに視聴する

工夫、の３点であり、これらのポイントを実現

した動画制作は県教育委員会では実現不可能で

あるため、県教育委員会と株式会社テレビ信州

が連携し、質の高い動画教材を制作してきた。 

 

 

（１）動画研修シリーズを５本から 21本へ 

 昨年度、「動画教材『信州型ユニバーサルデザ

イン研修シリーズ』」として、以下の動画コンテ

ンツを制作し、YouTube「学びの改革支援課チャ

ンネル」へ掲載するとともに、長野県教育委員

会ホームページとリンクさせ、各校での研修で

活用できるようにしてきた（図 18、チラシ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年度制作した、５本の動画教材は、「一時停

止マーク」が表示された場面で動画を視聴する

教員が一時停止することで、カードへの記入や

教員同士の対話を可能とした。このことにより、

研究主任等の経験が少ない若手教員であっても、

本動画教材を活用してワークショップの進行が

できるようになっている。このような工夫は、

教員の若返りが進む中で、若手教員が自信を持

って校内研修を進めることにつながるとともに、

校内研修の準備に要する時間を大幅に短縮でき

るものである。本年度は、ＵＤ全体像（図７）

に位置付く 20 の着眼点のどこからでも研修が

できるよう、新たに 16本の動画教材を制作した

（「信州型ＵＤの説明」を合わせて計 21本）。 

  

    （動画掲載の県教委ホームページ） 

 

 

 

 

 

図 18 

図 19 
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（動画教材の構成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本年度新たに追加した 16 本の動画教材は、次

のような構成になっている。 

① 窓口・着眼点 

 ・信州型ＵＤの全体像（図７）に位置付く窓

口と着眼点を示している。 

② 振り返る 

 ・着眼点に沿って、「よく行われていそうな実

践」を糸口にして、日常の子どもの姿を振

り返る段階である。 

 ・例えば、主体的な学びについて、子どもか

らの問いを基にして授業を進めたのに、子

どものこんな姿が見られることはないか、

という振り返りが可能である。 

③ 掘り下げる 

 ・このような姿が生まれる理由について、子

どもの視点から掘り下げる段階である。 

 ・例えば、主体的な学びについて、「その子ど

もにとって解決していきたい問いになって

いたか」「その子どもは解決の見通し等を持

って活動していたか」と、学習する子ども

の視点に立った深い省察が可能である。 

④ 見直す 

 ・「②振り返る」「③掘り下げる」段階を経て、

授業づくり、学級づくりに係る教員自身の

実践を見直す段階である。 

 ・動画では「一時停止マーク」を表示して、

ＵＤカードに記入できるようにしている。 

⑤ 交流する 

 ・子どもの視点に立って見直した内容につい

て、教員同士で交流する段階である。 

 ・対話の糸口として、「子どもの視点に立って

実践を見直したら、どんな気付きがありま

したか」「子どもの視点から掘り下げて考え

たら、こんな問題に気付いたのですが、ど

う考えますか」のようなきっかけを提示し

ている。 

 ・「一時停止マーク」が表示される。 

⑥ 参考資料（新） 

 ・今回の研修シリーズで新たに追加した段階

である。 

 ・特に、経験的知見の少ない若手教員が自ら

の実践を参考資料と結び付けて考えられる

ように配慮している。 

⑦ イメージ図・実践例（新） 

 ・今回の研修シリーズで新たに追加した段階

である。 

 ・「主体的・対話的で深い学び」についてはイ

メージ図を、「その他」の窓口は信州型ＵＤ

推進校等の実践を示している。 

 ・⑥と同じく、若手教員を対象としている。 

⑧ 試みたいことを見いだす 

 ・心に留めておきたいこと、新たな選択肢と

して試みたい実践等をまとめる段階である。 

 ・「一時停止マーク」が表示される。
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（２）説明型から対話型演出へ 

 

 

１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１

１ 

 

 

 

 

今回、株式会社テレビ信州と連携して動画教

材の制作を進めてきた。県教育委員会としては、

「研修内容を正確に把握した上での動画制作、

視認性を高めた分かりやすい表現、ＢＧＭや効

果音等の挿入による全ての教員が飽きずに視聴

する工夫」、の３点をコンセプトとして提示した

が、テレビ信州より「モデレーターとの掛け合

いによる伝わりやすさの追究」が提案された。 

 これは、テレビ信州が、これまでのテレビ映

像制作の中で培われた「伝わりやすさ」を念頭

に置いたもので、県教育委員会の指導主事とモ

デレーター（元アナウンサー）の２名で映像構

成をするもの（図 20）である。 

 昨年度の動画は指導主事による「説明型」だ

ったが、このように「対話型演出」を取り入れ

たことで、モデレーターが若手教員の代わりに

「ここの部分を詳しくお願いします」などの合

いの手を入れることが可能となり、教員が映像

の最後まで自分ごととして視聴することができ

るようになった。 

 

 

（３）ホームページ公表のみから体験型へ 

 昨年度は、動画教材を県教育委員会ホームペ

ージで公表したが、本年度は動画制作を年内に

終わらせ、例年１月末に開催している「学びの

改革フォーラムながの」で動画を紹介し、参加

者である教員が動画教材を使った演習を体験す

ることができるようにした。 

 実際に体験した参加者から以下のような意見

があった。 

○ 実際にＵＤカードを使って短時間先生方

とお話をしただけで、ＵＤカードの効果を

感じた。学校でも使っていきたい。 

○ 他教科の考えや悩みを聞くことができ、

考えの幅が広がった。 

○ 自分で感じている悩みも、他の先生の感

じていることと似ているなと感じられると

少し安心した。 

○ 経験年数によって語りが変わる、３人組

での交流がおもしろかった。 

○ 新学習指導要領全面実施を前に、主体

的・対話的で深い学びのカードが発表され、

学校現場での理解も益々深まると思う。 

○ 改良が重ねられ、とてもありがたい。カ

ード、ビデオ等、活用したい。 

 また、参加者アンケートの結果は以下のとお

りであり（図 20）、肯定的評価が 96％であった。 

 

 

 

 

 さらに、「令和元年度 学校運営についての調

査実施まとめ（長野県教育委員会調べ）」による

と、信州型ＵＤ研修を実施したことのある学校

は 100％であり、そのうち、動画教材を使用し

た研修が行われている学校は 74.9％であること

が分かっている。 

役立った 

51% 

まあまあ

役立った 

45% 

あまり役

立たな

かった 

4% 

役立たな

かった 

0% 

ＵＤ研修の役立ち度 

図 20 

図 20 
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４ 今後の課題                            

（１）研修の継続性について 

 経験的知見と科学的知見を融合した効果的・

効率的な校内研修リソースとして、信州型ＵＤ

2.0 を構築し、新たな動画教材を制作したが」、

動画を使用した研修回数の調査において、半数

以上の学校が１回のみの使用に留まっている

（図 21）ことが分かってきた（「令和元年度 学

校運営についての調査実施まとめ（長野県教育

委員会調べ）」）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 常に動画教材を使用する必要があるわけでは

ないものの、信州型ＵＤに基づく研修の継続性

については課題が残る。 

そのため、当初計画していた「信州型ＵＤガ

イドブック」の制作を、ＵＤ動画を使用せずに

校内研修が可能となるような「研究主任サポー

トブック」の作成に変更した。 

これは、研究主任による研修の自立的な企画

を支援しようとするものであるため、当初の計

画の年度末を待っての印刷・製本とはせずに、

３学期開始直後の研究主任会で配布した。 

 

（２）若手教員のための研修コンテンツの開発 

 今回の事業を通して、改めて課題として捉え

たことは、本県の若手教員の育成である。 

 ＵＤカードを使った経験的知見の交流場面と

なると、語るべき知見が少ないせいか、自信の

ない様子だったり話を聞くだけに留まっていた

りすることもある。 

 そこで、若手教員（県教員育成指標による基

礎形成期相当（経験年数１～５年）の教員）を

対象とした研修コンテンツを開発することで、

若手教員が日常的に授業づくりや学級づくりの

参考とできるようにしたいと考えている。 
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